
平成22年度 児童環境づくり基盤整備事業費補助金交付要綱 新旧対照表（案）  

現  行  改 正 後  

別 紙  別 紙  

児童環境づくり基盤整備事業費補助金交付要綱  児童環境づくり基盤整備事業費補助金交付要綱  

（通 則）  

1 児童環境づくり基盤整備事業費の国庫補助金については、予算の範囲内   

において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する   

法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化   

に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）及び厚生労働省所管補   

助金等交付規則（平成12年厚生省・労働省令第6号）の規定によるほか、   

この交付要綱の定めるところによる。  

（通 則）  

1 （略）  

（交付の目的）  

2 この補助金は児童手当法（昭和46年法律第73号）第29条の2に規   

定する児童育成事業として、児童環境づくり基盤整備事業を実施し、児童   

の福祉の増進に寄与することを目的とする。  

（交付の目的）  

2 （略）   

（交付の対象）  

3 この補助金は、次の事業を交付の対象とする。  

（1）児童環境づくり推進機構事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境  

づくり基盤整備事業の実施について」の別添1「児童環境づくり推進機  

構事業実施要綱lにより、都道府県が行う事業及び厚生労働大臣が認め  

た法人に対して都道府県が補助する事業。  

（交付の対象）  

3 この補助金は、次の事業を交付の対象とする。  

（削除）  
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（⊥）児童育成事業推進等対策事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境   

づくり基盤整備事業の実施について」の別添⊥「児童育成事業推進等対   

策事業実施要綱」により、都道府県、指定都市、中核市及び市町村が行   

う事業。  

（削除）  

（＿旦）児童育成事業推進等対策事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境  

づくり基盤整備事業の実施について」の別添旦「児童育成事業推進等対  

策事業実施要綱」により、都道府県、指定都市、中核市及び市町村が行  

う事業。  

（3）児童ふれあい交流支援事業  

平成9年6．月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通矢口「児童環境  

づくり基準整備事業の実施について」卿交流支援  

事業実施要綱」冊行う事業。  

（＿旦）民間児童館活動事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境  

づくり基盤整備事業の実施について」の別添旦「民間児童館活動事業実  

施要綱」により、市町村が行う事業（委託に限る。）又は助成する事業  

に対して、都道月守県が補助する事業、指定都市及び中核市が行う事業（委  

託に限る。）又は助成する事業並びに社会福祉法人等が設置し、行う事  

業に対して、都道府県、指定都市及び中核市が補助する事業。  

（旦）児童福祉施設併設型民間児童館事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境  

づくり基盤整備事業の実施について」の別添旦「児童福祉施設併設型民  

間児童館事業実施要綱」により、市町村が行う事業（委託に限る。）又  

は助成する事業に対して、都道府県が補助する事業並びに指定都市及び  

中核市が行う事業（委託に限る。）又は助成する事業。  

（6）児童ふれあい交流促進事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境   

づくり基盤整備事業の実施について」の別添6「児童ふれあい交流促進   

事業実施要綱」冊子う事業に対して都道府県が補助す各   

事業並びに圭旨定都市及び中核市が行う事業．   

（旦）民間児童館活動事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境   

づくり基盤整備事業の実施について」の別添旦「民間児童館活動事業実   

施要綱」により、市町村が行う事業（委託に限る。）又は助成する事業   

に対して、都道府県が補助する事業、指定都市及び中核市が行う事業（委   

託に限る。）又は助成する事業並びに社会福祉法人等が設置し、行う事   

業に対して、都道府県、指定都市及び中核市が補助する事業。  

（旦）児童福祉施設併設型民間児童館事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境   

づくり基盤整備事業の実施について」の別添j＿「児童福祉施設併設型民   

間児童館事業実施要綱」により、市町村が行う事業（委託に限る。）又   

は助成する事業に対して、都道府県が補助する事業並びに指定都市及び   

中核市が行う事業（委託に限る。）又は助成する事業。  

（削除）  



（ヱ）地域子育て環境づくり支援事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境   

づくり基盤整備事業の実施について」の別添ヱ「地域子育て環境づくり  

支援事業実施要綱」により、市町村が行う事業に対して都道府県が補助  

する事業並びに指定都市及び中核市が行う事業。  

（旦）地域組織活動育成事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境  

づくり基盤整備事業の実施について」の別添旦「地域組織活動育成事業  

実施要綱」により、市町村が助成する事業に対して都道府県が補助する  

事業並びに指定都市及び中核市が助成する事業。  

（9）地域子育て支援拠点事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境  

づくり基盤整備事業の実施について」の別添9「地域子育て支援拠点事  

業実施要周」に珊こ対して都道府県が補助する事  

業並びに指定都市及び中核市が行う事業。  

（A）地域子育て環境づくり支援事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境   

づくり基盤整備事業の実施について」の別添旦「地域子育て環境づくり   

支援事業実施要綱」により、市町村が行う事業に対して都道府県が補助   

する事業並びに指定都市及び中核市が行う事業。  

（旦）地域組織活動育成事業  

平成9年6月5日児発第396号厚生省児童家庭局長通知「児童環境   

づくり基盤整備事業の実施について」の別添旦「地域組織活動育成事業   

実施要綱」により、市町村が助成する事業に対して都道府県が補助する   

事業並びに指定都市及び中核市が助成する事業。  

（削除）  疇  

（交付額の算定方法）  

4 この補助金の交付額は、次により算出するものとする。   

ただし、算定されたそれぞれの額に1，000円未満の端数が生じた場   

合には、これを切り捨てるものとする。  

（1）都道府県分  

別表の第1欄に定める区分ごとに次のア及びイにより算出された額、  

次のウにより算出された額の合計額  

ア 別表の第1欄の健全育成推進事業費について、第2欄に定める基準  

額と第3欄に定める対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額  

を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。  

イ アにより選定された額に別表の第4欄に定める補助率を乗じて得   

（交付額の算定方法）  

4 この補助金の交付額は、次により算出するものとする。   

ただし、算定されたそれぞれの額に1，000円未満の端数が生じた場   

合には、これを切り捨てるものとする。  

（1）都道府県分  

●別表の第1欄に定める区分ごとに次のア及びイにより算出された額、  

次のウにより算出された額の合計額  

ア （略）  

イ （略）  



た額を交付額とする。   

ウ 別表の第1欄の児童環境づくり推進機構事業費及び児童育成事業  

推進等対策事業費について、第1欄酬こ第3欄に定める対象  

経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額の範囲内で、  

厚生労働大臣が必要と認めた額を交付額とする。  

（2）指定都市・中核市分  

別表の第1欄に定める区分ごとに次のアにより算出された額、次のイ   

及びウにより算出された額の合計額   

ア 別表の第1欄の児童育成事業推進等対策事業費について、第3欄に  

定める対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額  

の範囲内で、厚生労働大臣が必要と認めた額を交付額とする。   

イ 別表の第1欄の健全育成推進事業費及び市町村児童環境づくり基  

盤整備事業費について、第1欄の区分ごとに第2欄に定める基準額と  

第3欄に定める対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控  

除した額とを比較して少ない方の額を選定する。   

ウ イにより選定された額に別表の第4欄に定める補助率を乗じて得  

た額を交付額とする。  

（3）市町村分（特別区を含み指定都市、中核市を除く。）  

別表の第1欄に定める区分ごとに次のアにより算出された額、次のイ   

及びウにより算出された額の合計額   

ア 別表の第1欄の児童育成事業推進等対策事業費について、第3欄に  

定める対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額  

の範囲内で、厚生労働大臣が必要と認めた額を交付額とする。   

イ 別表の第1欄の市町村児童環境づくり基盤整備事業費について、第  

2欄に定める基準額と第3欄に定める対象経費の実支出額から寄付  

金その他の収入額を控除した額とを市町村ごとに比較して少ない方  

の額を選定する。   

ウ 別表の第1欄の児童育成事業推進等対策事業費について、第3欄に   

定める対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額   

の範囲内で、厚生労働大臣が必要と認めた額を交付額とする。  

（2） （略）  

（3） （略）  



ウ イにより選定された額に3分の2を乗じて得た額と都道府県が補  

助した額とを比較して少ない方の額の合計額に2分の1を乗じて得  

た額を交付額とする。  

（4）社会福祉法人等分  

別表の第1欄の市町村児童環境づくり基盤整備事業費のうち、民間児   

童館活動事業費について、次のア及びイにより算出された額の合計額   

ア 別表の第2欄に定める基準額と第3欄に定める対象経費の実支出額  

から寄付金その他の収入額を控除した額とを社会福祉法人等ごとに  

比較して少ない方の額を選定する。   

イ アにより選定された額に3分の2を乗じて得た額と都道府県、指定  

●都市及び中核市が補助した額とを比較して少ない方の額の合計額に  

2分の1を乗じて得た額を交付額とする。  

（4） （略）  

覇 

（交付の下限）  

5 4により算定された補助金の額の合計が、都道府県及び指定都市にあっ   

ては100万円、中核市にあっては50万円、市町村（特別区を含む。）   

にあっては10万円に満たない場合には交付の決定を行わないものとす   

る。  

（交付の下限）  

5 （略）  

（交付の条件）  

6 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。  

（1）直接補助事業に係る場合   

ア 事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受け  

なければならない。   

イ 事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価50万円以上の  

機械及び器具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す  

る法律施行令第14条第1項第2号の規定により、厚生労働大臣が別   

（交付の条件）  

6   

（1）（略）  
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に定める期間を経過するまでは、厚生労働大臣の承認を受けないでこ  

の補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又  

は担保に供してはならない。   

ウ 厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があっ  

た場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがあ  

る。   

エ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了  

後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効  

率的な運用を図らなければならない。   

オ 補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式  

1による調書を作成し、これを事業完了後5年間保管しておかなけれ  

ばならない。  

（2）間接補助事業に係る場合   

ア 都道府県又は指定都市若しくは中核市が市町村若しくは社会福祉法  

人等に対して間接補助金を交付する場合には、（1）のアからオに掲  

げる条件（ただし、社会福祉法人等については、オの条件にかえ「事  

業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出  

について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業完了後  

5年間保管しておかなければならない。」の条件を加える。）を付さな  

ければならない。この場合において（1）のア及びウ中「厚生労働大  

臣」とあるのは、「都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長」  

と、（1）のイ中 「厚生労働大臣の承認」とあるのは「都道府県知  

事又は指定都市若しくは中核市の市長の承認」と（1）のウ中「国庫」  

とあるのは、「都道府県又は指定都市若しくは中核市」と読み替える  

ものとする。   

イ 都道府県又は指定都市若しくは中核市は、国から概算払により間接  

補助金に係る補助金の交付を受けた場合には、当該概算払を受けた補   

（2）（略）  



助金に相当する額を遅滞なく市町村若しくは社会福祉法人等に交付   

しなければならない。  

り 間接補助事業者から財産の処分により収入の全部又は一部の納付が   

あった場合には、その納付額の全部又は一部を国庫に納付させること   

がある。  

（旦）適塾事業完了後に、消費税及び地割肖費税の申告により補助斜こ優  

冬消費税及び地方消費税瑚健  

棒式9により速やかに厚生労働大臣に報告㌧なけれげならない。  

なお、牌（又は二  

支社、一支所等）で榊肖費税及び埠別肖費税の申告を行わ  

ず、舶肖費税及び地割肖費税の申告を行っ  

ている場合は、本部の課税売上割合等の申告内科こ基づき報告を行う  

三 

凰た、厚生労働大臣に報告があった場合には、当該消費税及び地方  

消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部を国庫に納付させること  

があるL  

翻  

（申請手続）  

7 この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。  

（1）都道府県が行う別表の第1欄の児童環境づくり推進機構事業、児童育   

成事業推進等対策事業及び健全育成推進事業、市町村及び社会福祉法人   

等が行う別表の第1欄の市町村児童環境づくり基盤整備事業費に対し   

て、都道府県が補助する事業、指定都市及び中核市が行う別表の第1欄   

の児童育成事業推進等対策事業、健全育成推進事業及び市町村児童環境   

づくり基盤整備事業費並びに社会福祉法人等が行う別表の第1欄の市   

町村児童環境づくり基盤整備事業費に対して、指定都市及び中核市が補  

助する事業   

（申請手続）  

7 この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。  

（1）都道府県が行う別表の第1欄の児童育成事業推進等対策事業及び健全   

育成推進事業、市町村及び社会福祉法人等が行う別表の第1欄の市町村   

児童環境づくり基盤整備事業費に対して、都道府県が補助する事業、指   

定都市及び中核市が行う別表の第1欄の児童育成事業推進等対策事業、   

健全育成推進事業及び市町村児童環境づくり基盤整備事業費並びに社   

会福祉法人等が行う別表の第1欄の市町村児童環境づくり基盤整備事   

業費に対して、指定都市及び中核市が補助する事業  

都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長は、別紙様式2によ  



る申請書に関係書類を添えて、毎年度5月末日までに厚生労働大臣に提  

出するものとする。  

都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長は、別紙様式2によ   

る申請書に関係書類を添えて、毎年度5月末日までに厚生労働大臣に提   

出するものとする。  

（2）市町村が行う別表の第1欄の児童育成事業推進等対策事業   

ア 市町村長は、別紙様式4による申請書に関係書類を添えて、毎年度  

5月末日までに都道府県知事を経由して厚生労働大臣に提出するも  

のとする。   

イ 都道府県知事は、アの申請書を取りまとめ、別紙様式6による進達  

書を添えて、厚生労働大臣に提出するものとする。  

（2） （略）  

（変更申請手続）  

8   （略）  

（変更申請手続）  

8 この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加   

交付申請等を行う場合には、7に定める申請手続に従い、毎年度1月末日   

までに行うものとする。  

（交付決定までの標準的期間）  

9   （略）  

（交付決定までの標準的期間）  

9 国は、交付申請書が到達した日から起算して原則として90日以内に交   

付の決定を行うものとする。  

（補助金の概算払）  

10   （略）  

（補助金の概算払）  

10 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承   

認額の範囲内において概算払をすることができる。  

（実績報告）  

11この補助金の実績報告は、次により行うものとする。  

（1）都道府県が行う別表の第1欄の児童育成事業推進等対策事業及び健全   

育成推進事業、市町村及び社会福祉法人等が行う別表の第1欄の市町村  

（実績報告）  

11この補助金の実績報告は、次により行うものとする。  

（1）都道府県が行う別表の第1欄の児童環境づくり推進機構事業、児童育   

成事業推進等対策事業及び健全育成推進事業、市町村及び社会福祉法人   



等が行う別表の第1欄の市町村児童環境づくり基盤整備事業費に対し   

て、都道府県が補助する事業、指定都市及び中核市が行う別表の第1欄   

の児童育成事業推進等対策事業、健全育成推進事業及び市町村児童環境   

づくり基盤整備事業費並びに社会福祉法人等が行う別表の第1欄の市   

町村児童環境づくり基盤整備事業費に対して、指定都市及び中核市が補   

助する事業  

都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長は、事業完了後、1   

か月を経過した日又は翌年度4月10日のいずれか早い日までに別紙   

様式8による報告書に関係書類を添えて、厚生労働大臣に提出するもの   

とする。  

（2）市町村が行う別表の第1欄の児童育成事業推進等対策事業   

ア 市町村長は、事業完了後、1か月を経過した日又は翌年度4月10  

日のいずれか早い日までに別紙様式9による報告書を都道府県知事  

を経由して厚生労働大臣に提出するものとする。   

イ 都道府県知事は、アの報告書を取りまとめ、別紙様式10による進  

達書を添えて、厚生労働大臣に提出するものとする。  

児童環境づくり基盤整備事業費に対して、都道府県が補助する事業、指  

定都市及び中核市が行う別表の第1欄の児童育成事業推進等対策事業、  

健全育成推進事業及び市町村児童環境づくり基盤整備事業費並びに社  

会福祉法人等が行う別表の第1欄の市町村児童環境づくり基盤整備事  

業費に対して、指定都市及び中核市が補助する事業  

都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長は、事業完了後、1  

か月を経過した日又は翌年度4月10日のいずれか早い目までに別紙  

様式8による報告書に関係書類を添えて、厚生労働大臣に提出するもの  

とする。  

（2） （略）  毒■  

（補助金の返還）  

12 厚生労働大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既に   

その額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超え   

る部分について国庫に返還することを命ずる。  

（補助金の返還）  

12   （略）  

（その他）  

13 特別の事情により4、7、8及び11に定める算定方法、手続によるこ   

とができない場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けて、その定   

めるところによるものとする。   

（その他）  

13   （略）  



1  旧岳丁零署＋さ′ぺ／h髄と二塵七盤上埜立岩空♭   
児童重要培づくり推推横様事   

都道府県当たり年循11．380．000円  

3 児竜ふれあい杏i蘇曹操事姜 児竜ふれあい交流支援屈凄   

な経費（給料、職貞手当、共   

民間児童館活動事業実施要綱の3（1）  
～（4）に掲げる事業のうち2事業以上を  

1か所当たり年額  1か所当たり年額  
とLヱ旦9＿週迎巴×か所数  主⊥ヱ！塑遡円×か所数  

（ただし、事業期間が6か月末満の小  （ただし、事業期間が6か月末満の小  
型児童館にあっては、1か所当たり  型児童館にあっては、1か所当たり  
弧＿旦（泣巴とする）   星型遡円とする）  

－
】
】
叫
－
 
 
 



改  正  後  現  行  

（2）児童センター  （2）児童センター  

民間児童館活動事業実施要綱の3（1）  民間児童館活動事業実施要綱の3（1）  

～（4）に掲げる事業のうち2事業以上を  ～（4）に掲げる事業のうち2事業以上を  

実施  実施  

1か所当たり年額  1か所当たり年額  

星⊥旦！迫⊥堅迫巴×か所数  市  
乙塵週円×か所数  

市  
町  （ただし、事業期間が6か月未満の児  町  （ただし、事業期間が6か月末満の児  

児    村  童センターにあっては、1か所当たり  児    村  童センターにあっては、1か所当たり  

童  L坐皇⊥堅迫巴とする）  
童  ム迎⊥旦！坦円とする）  

の  の  

健  健  

仝  全  

育  育  
成   児童福祉施設併設型民間児  成  

童鯖事業に必要な経費  に   童賭事業に必要な経費  
に  
必  

1か所当たり年額  
必  

1か所当たり年額  

要  む塾』迫巴×か所数  要  主虹邁⊥望迫円×か所数  

な   な   

経  （ただし、事業期間が6か月未満の児童福  経  （ただし、事業期間が6か月未満の児童  

費  祉施設併設型民間児童鮨にあっては、1か  費   福祉施設併設型民間児童館にあっては、  

業  所当たりム彗致』迎巴とする）  
業  1か所当たり乙迫壁L些坦円とする）  

費  費  

6 照蕃ふれあい交流促進事業智   児蕃ふれあい交流促進事業  
に必要な終着  

1市町村当たり年舘1．160．000円  
叫ナ．hノヒ＝鎧旨 11仁n nnn【q  

健  地域子育て環境づくり支援  健  地域子育て環境づくり支援  
事業に必要な経費   事業に必要な経費   

都道府県、指定都市、中核市1か所当た り年額 弘』迫巴  都道府県、指定都市、中核市1か所当 たり年額 弘蓮迫巴  
地  地  

域  域  

子  子  

育   地域組織活動育成事業に必  1／3  
地域組織活動育成事業に必  1／3  

要な経費  育  
て   1か所当たり年額  

要な経費  

支 援  189，000円×組織数  支 援  
189．000円×組織数  

に  
に  

必  
必  

要   要  

G 七h＋ま二乙香・r士塵鮒Tr与せ岩畳   
ヱ呑rr士t垂二伽占■r皆l▼  な   地波子育て吉援拠点事業に  

経  rl）ひろば型  経  
費   費   ア基本分  

盤  盤  

整  ／マ1つ～J‡コ刑  
整  （7）3～4日型  

備  山くナ＿h鹿鯉百つ⊂⊂仁nnnロコ〉ネヽ古丘熟   
備  1か所当たり年楯3．556．000円×か所数  

事  事  （撫能拡茶型の場合、1か所当たり  

業  
ムF媚ノ7Q7nnn［□1  

業  
費  

年循4．787．000円）  
費   

一． 一■   



－
u
u
？
 
 
 



改   正   後   現  行   

別捌式1 
別紙眠1 

平成年度児童鵬づくり基盤甜鞘兼帥榊金紬  
平成年度児童環境づくり基盤整備事業兼醐納金調暮  

■生芳●雀析■事州＃”†且1址■定  
一1訂貯■・縫書一茶▲州ホ・冊欄日付毛l   

ル生芳■醐t雷暮醐一針－一山1▼‘享′1嘉一血℡ 

■   ♯方公共虚位  
ニJ・  

▲入  一出  ●専  

▲入  一出  ●鶉  

■出千暮榊月 鮒痍王■榊● 
■出千暮鞘言 文付よ定■■日 

．p”川．七人，t≠F＋11－，【ヨ■認一．．“． ‡出粛■認．n●錮．．   
円  円 円  円  割日，…職人責■桐日＝＝法一触．。．．支出蓼■温仙．舶．   円円円円円円  

（11兜t★■事■■  

l●It■■■■■■  

（PI兄t▼■事▲■■助暮  

くPl眞tt■■■t■嘲■  

（t暮内択）  

（書暮内択）  

（t）鷺暮の●彙▼■に必事な拝t  

（り蒐1の●全■▲に仏事な絆■  

犬1▼■■嘉檜▲書鋼暮事1■   

肘M朋u川は・実り暮義暮●■▲t   

tt●■●●●t●■●●●■  

けl●■子tて▲■に●■○■t   
1量1血1■1▲  

●全▼■檜1事■■   

布巾翰兜1寸義づくり暮■暮Il事1霊  

ホ巾鞘発t■■づくり暮■暮●事暮t  

（ク）ヰ暮千tて文書に必暮な繹暮  

■全t慮檜▲事霊■  

簡h村鸞11■・火り▲■霊儀■■t  

（射1「地方公共8＃Jのr≠日」－よ．■の▲出ナ暮≠自の区分に劇広ナも静分tで6分ナること・  
（漣）1日飢炉公共丘ヰ」の「鶉邑」－ま．ヰめ▲出千∫縞目の区分に対応ナる■分fで区分ナること・  

2r事暮礪■胤蝿執事算■、■正千暮■、千■■支出■・汎用攣▲汁■事のE分モ明℡ナもこと・  
2r▼■環疇」l土、摘事■t、■正サー■J川川けは■・詫用■ム薫■響の区分研Eナもこと・  



改   正   後   現  行   

別紙様式2（略）  別紙様式2（略）  

別表1  
別表1   

平成 年度児童環境づくり基盤整備事業費国庫補助金所要額総括蓑   平成 年度児童環境づくり基盤整備車業貴国庫補助金所要額総括表   

区  分  自ヰ補肋巣本朝 要図 ヰ補 助機  編  著   区  分  国ヰ補助井本綴 憂国 庫補 助 額  肖  考   
千円  千円   千   千円  

（1）児霊の鍵全雷戚に必憂な♯■  
（1）児暮の腱全脅威に必蔓な経文   

児l＝■成事1一重零封書事稟責   児暮壇生∃くり換重▲慮重量1   

市町村児暮王I墳づくリ1盤靂｛事■責   児暮雷成事兼鞭遽1牒用‖‖‖   

小  計   鮭全量＝蓋主＝  

（2〉脚て緋必用  帥村児…づくり基盤…集t  

■ 全 雷 成 鞭 董 事 業 費  小  計  

市町村児暮環礁づくりよ藍靂■事集霊  （2）地域子書て支dに必壬な縫t  

小  針   健全雷成鞭▲事t文  

I十   市町村児暮様壌づくり基盤養繍事暮費  
（注）別表2の各表に紀tされた数値と付合すること．   

小 l† 

計 

（注）用表之の各表に記載された敷仕と付合すること．  

・
・
u
土
－
 
 
 



rご11＿11■  書東経准暮重■川音の儀全書慮に血書な経■l  旦塵溢血▲よ1  
1  書  

■1▲11   

巳   巴   巴   8   巴   
瓜  
巴   

肺l■tふh▲い傘；■曹l暮暮暮   

（3）一2 健  全書成椎進暮集暮（地♯子書て支援に必要な経暮）      封1■■■●  皿■補助■本■  暮 国■補 肋■   
1  蓋  ■ユ府■毛  支出予定■即  

▲11■庄）  
円   円   円   円   円   

置場壌子1て覆撲づくり支攫暮稟  



改  正  後   現  行   

別表2   

平成 年度児1環墳づくリー盤暮す事暮貴国1補助金所暮機内駅根   
別表2  

平成 年度児暮璃塊づくりよ盤七傭事霊■留年輔助会所王領内訳表   
2指定初市▲中丑ホ分  

2指定覇市・中條市分  

（l）児暮青成事1推進等対生暮▲責  
（1）児暮育成事■推進等対兼事霊暮  

”… …動い．……  
穐★■市皿Lも支出千丈■朝 何●モの他の■引■帥暮申1（割 （訃報比凱て少 ■  事   錮．〟． …… 

わい★の－い！〉 軌   …不も …付モ他引 ・ 事   
円 円 円 円 円 円  円 円 円 円 円 

削幹  
の儀全書膚に．久董な鮭●l   

■●t■  

血」L山上 王也王量1丘思且更王聖上雷撃h篭 1 
a 凸 

量   

皿「健全雷成推進■霊★（絶ヰ子蕾て支躊に必璽な♯t）  
1ZL二之t全書庇推進事集霊（地域手書て支躊に必事な蛙■）   

・   刷毛 ■  
〔 円 円 円  円 

基地軸．…▲．   

1む＿＿＿市町村児■欄用づくり基盤書傭事t★（児1の儀全礪成に必tな繹暮）  1組二1市町村児霊環痍づくり基盤1傭事薫t（児暮の鍵全書席に必要な経書）  

＝ 芸三三…E分支…．脚苧苧…他宗！引烹，＝｛慧‥…崇繋…手≡ ・ 
円  円  ， 

．  
Pf 円  

・  
… 円  円  ， 

，  

川鸞1■＝毛・・一・・■  加…1．  …兜‥頴…嘉・   円  円  
（之）兜暮センター  

（1川、 

か帯  ．珊獅欄   

■－Ⅲ…  
（2I文1センター  かホ  

R   円   円   円   円   円   ■■日劇■桝〉棚  円  円  円  円  円  
巳鴫兜1■芦墓■事■■  凸  

円  ■■…助■r抽内駅   

うち、小聖典t■  円   ■Ⅶ児▲■驚■事▲t  PI 

つち、鷺暮センター  円  ケちい小聖け1■  円  
▼1■t■■■■■■■t暮暮●暮t   円   うち」■暮センター  

合計  
円  

★暮t■■■●虻‖F■■tt■■■■ 

ム止市町村児暮1塊づ（り基盤ヰ情◆1暮（地域子育て支嬢に必兼な鮭暮〉  

■l   

1む＿二之市町村児圭オ娩づくり基盤整備事真土（地域手書て支橿に必要な経書）  
■●■l■1lt■■■●■■■  

＝●市」L虹正も 支出千＝ 

円  克い東の■lふ「LFJI（一レ1＋」軌  
書  

円  円  Pi 円  R   
・  

l 円 円  
－   

■t■■暮■■■●■t ト■   
止】エビ此  
」■拙   

＿j主J■■公  

■■．tl工1●■▲11   

▲■‖■■H■   

▲ヽ■l（雪上4〉一九■【1   

＿⊥仙  

巴 且 a 巴 且 且 1山血▲馳血R  

‖■  
会鮭   

ろ上l■t●■■l   

－
u
念
－
 
 
 



改  正  後   現  行   

3 市■I村分   ユ 市■r村分   

（1）－1市町村児暮寸壇づくり暮▲整■事♯責（児暮の儀全1月に必霊な軽t）   （1）一1市町村児暮1墟づくり壬暮農■事井手（児暮の七会膏成に必手な無手）  ■ t t   ●■■■義■1■■■■暮事t■■■■■■  ● ■ ■  ■ ▼ 暮 1¢  1三檜！t…●●  ■tt     tO  ▲  ●  ■     t●上●暮■■して◆暮 Lヽt■■■l■l  t●＝暮′】l■●   ●1■●■■■  ■●■■■■■  

…t ■，t＝霊■：■！●：t●●鋼■ t■●■ ご，誉で㌢てつ‘●‘－′’－●  h．＿ 
l●めt■tし▼■t  

い★■1－1▲   ‥．．、■ 

■■  ■■■■l■暮■■■t   
■■  
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改   正  後   現  行   

（1）一之市町村児暮1壌づくり墓■■儀暮霊書（絶域子書て支攫に必羊な縫暮〉  
（1ト2市町村児暮1♯づくり墓▲書■●稟霊（纏■手書て支轟に必羊な鐘t）  
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改   正   後   現  行   

4社会福祉法人等分（略）  4社会福祉法人等分（略）  

別表3  別表3   

平成 年度児童環境づくり基盤整備事業費補助金事業計画書   平成 年度児童環境づくり基盤整備事業費補助金事業計画書   

1都道府県分   1都道府県分   

軋陰   （1）児手渡境づくり推進機檎壬姜書  

の事業妾施主仕の緩専  

法ム金星亜 設立生且且 

並立地 王鑑査皇 

設正且飽  

並進撞撞金星塾  

（刊細靂■凰（；事営協三暮一会を含めたもの）  

組亀虫盟温  

事業の妻族内容  

区分暮妻妾梅内粂 1．地域の子育て・子音ち力多蔦める豆；Tづ（り 2子育てや手篭て古揺に出するネットウーウの喪主強化 3．地域の子育て人材確保・暮成にⅦする取崩  
（注）癒着となる普粗があ九ば逮付l＿てく＃きい＜  

5■  

■ ■ ■ヽ■■－  ・ ¶■・   



改   正   現  行   

山⊥児童育成事業推進等対策事業費（略）  1呈1児童育成事業推進等対策事業費（略）  

剋陰  成推進事業曹（児章の健全育成に必要な経書）  

且 企 圭羞呈止血査 値圭  

児昔ふれあい委清音揺暮董  

止」健全育成推進事業費（地域子育て支援に必要な経費）（略）  ⊥む二呈健全育成推進事業費（地域子育て支援に必要な経糞）（略）   
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改  正  後   現  行   

2 指定都市・中核市分   2 指定都市・中核市分   

（1）児童育成事業推進等対策事業費（略）  （1）児童育成事業推進等対策事業費（略）  

削除  （2）－1健全育成推進婁圭曹（児青の健全育成に必要な終着）  

区 盆 主義真底凸査 度量  

児童ふ九点い審…充喜揺暮圭  

⊥呈1健全育成推進事業費（地域子育て支援に必要な経費）（略）  血＝呈健全育成推進事業費（地域子育て支援に必要な経費）（略）   

＿車＿1   

J｝、■   ル  

＋1rⅥ ▼ヽ■t：一三一  、′ Y  

′芸  
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改  正  後   現  行   

（3）市町村児暮Ⅰ事♯づくり1＃曇■事■暮 アーウ （l邑）   （3）市町榊児▲欄柑づくり基盤嚢■暮t費 アーウ （鴫）   
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改   正  後   現  行   

オ剋陰   オ地墟子育て音轄4■貞暮圭（センター型） 此止  

■量  

止 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿血毘  

「 

i■l  

晶■塩【：？ゝ●」 ．、伽－－  ．山・壌卜誓豊‘⊥♪V」一線 


